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(57)【要約】
【課題】　電圧低下をともなう系統分離事故が発生して
、系統分離が発生した後の発電機の単独運転を安定化さ
せる。
【解決手段】　潮流計算で求めた潮流バランスデータか
ら、電圧低下をともなわない系統分離事故時に必要な安
定化制御量である基準安定化制御量を算出する。そして
、算出した基準安定化制御量を、過渡安定度の計算によ
り求めた無効電力過渡変動の補正係数を用いて補正し、
補正した安定化制御量を、残存電圧をパラメータとして
格納した安定化制御量テーブルを生成する。予め設定し
た優先順位に従って制御対象を選択し、安定化制御テー
ブルの内容から、制御対象及び制御量を含む安定化制御
プリセット値を、残存電圧をパラメータとして格納した
安定化制御プリセットテーブルを生成する。系統分離が
発生した場合には、残存電圧の計測値に対応した安定化
制御プリセット値を選択して瞬時に安定化制御を実行す
る。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力系統における系統分離事故の発生に際して、主系統に連系線を介して接続された分
離系統内の母線と、遮断器と、分離系統内の各送電線の電流を検知するための第１のセン
サと、分離系統内の母線の電圧を検知するための第２のセンサと、発電機と、負荷設備と
、調相設備とを含む分離系統における分離系統内の発電機による単独運転を安定化するた
めの系統安定化装置であって、
　前記遮断器からの開閉状態を示す信号に基づき、前記分離系統内の系統構成を所定の周
期で検出する系統構成検出手段と、
　前記第１のセンサからの電流信号、及び第２のセンサからの電圧信号に基づき、前記分
離系統内の送電線、負荷設備、発電機、及び調相設備を含む各設備について、電圧、周波
数、電流、有効電力、及び無効電力を含む潮流情報を検出する潮流情報検出手段と、
　前記第２のセンサからの電圧信号に基づき、前記分離系統内の母線の電圧を、前記所定
の周期よりも高速で検出して、前記系統分離事故が発生したときにおける、前記分離系統
内の母線の電圧の過渡的変動値を検出する系統電圧検出手段と、
　前記系統構成及び前記潮流情報を含むオンライン系統情報と、前記負荷設備の過渡特性
データと、前記調相設備の電圧特性データと、前記発電機の過励磁保護動作特性を含む過
渡特性データとを基に、過渡安定度の計算を実行し、実行した計算の結果に基づき、前記
系統分離事故が発生した直後の無効電力過渡変動量の補正係数を算定する過渡安定度解析
手段と、
　前記系統分離事故が発生する直前の、前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータと
して、前記分離系統内の母線の電圧の低下を伴う系統分離事故が発生した際に前記分離系
統内の制御対象を安定化制御するための制御量を示す安定化制御プリセット値が格納され
た安定化制御プリセットテーブルを、前記オンライン系統情報に基づく潮流計算の結果と
、前記無効電力過渡変動量の補正係数とを用いて生成する系統安定化制御プリセットテー
ブル生成手段と、
　前記連系線の遮断器の開閉状態から検出した系統分離を示す系統分離信号をトリガーに
、前記分離系統内の母線の電圧の過渡的変動値に基づき、前記安定化制御プリセットテー
ブルから前記安定化制御プリセット値を選択して、安定化処理を瞬時に実行する安定化制
御実行手段と、
　前記選択された安定化制御プリセット値に基づく安定化制御指令を制御対象の機器へ出
力する安定化処理出力手段と、を備え、
　前記分離系統内の母線の過渡的な電圧低下を伴う系統分離事故が発生した時の無効電力
のアンバランスを補償して、系統分離事故が発生した後の前記分離系統内の発電機による
単独運転を安定化することを特徴とする系統安定化装置。
【請求項２】
　電力系統における系統分離事故の発生に際して、主系統に連系線を介して接続された分
離系統内の母線と、遮断器と、分離系統内の各送電線の電流を検知するための第１のセン
サと、分離系統内の母線の電圧を検知するための第２のセンサと、発電機と、負荷設備と
、調相設備とを含む分離系統における分離系統内の発電機による単独運転を安定化するた
めの系統安定化方法であって、
　定電力特性を有する前記負荷設備を含む負荷群の動特性と、該負荷群と発電機群との間
の線路リアクタンスと、無効電力の制限制御動作を含む前記発電機群の動特性と、前記調
相設備の動特性とを考慮した過渡安定度の計算を行い、計算した結果に基づいて、前記系
統分離事故が発生した際の無効電力の過渡変動量を推定するための、無効電力過渡変動量
の補正係数を、前記系統分離事故が発生する直前の前記分離系統内の母線の残存電圧をパ
ラメータとして生成するステップと、
　前記分離系統内の系統構成及び前記分離系統内の設備についての潮流情報を含むオンラ
イン系統情報を基にした潮流計算で求められた潮流のバランスに関するデータから算出さ
れた安定化制御量であって、電圧低下を伴わない系統分離事故時に必要な基準安定化制御
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量を、前記無効電力過渡変動量の補正係数で補正し、補正した基準安定化制御量を、前記
系統分離事故が発生する直前の前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして格納
した安定化制御量テーブルを生成するステップと、
　予め設定した優先順位に従って前記分離系統内の制御対象を選定し、前記分離系統内の
母線の電圧の低下を伴う系統分離事故が発生した際に前記選定した制御対象を安定化制御
するための制御量を示す安定化制御プリセット値が、前記系統分離事故が発生する直前の
、前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして格納された安定化制御プリセット
テーブルを、前記安定化制御量テーブルを用いて生成するステップと、
　前記系統分離事故が発生した場合は、前記分離系統内の母線の電圧の過渡的変動値に基
づいて、前記安定化制御プリセットテーブルから、前記安定化制御プリセット値を選択し
て瞬時に安定化制御を実行するステップと、を有し、
　前記分離系統内の母線の過渡的な電圧低下を伴う系統分離事故が発生した時の無効電力
のアンバランスを補償して、系統分離事故が発生した後の前記分離系統内の発電機による
単独運転を安定化することを特徴とする系統安定化方法。
【請求項３】
　前記調相設備における調相制御の制御要求値が、前記調相設備の制御範囲内にあるか否
かを判定するステップと、
　前記調相制御の制御要求値が、前記調相設備の制御範囲内でないと判定された場合に、
前記調相制御の不足量に見合った無効電力のバランス量に制御すべく、負荷制御量を追加
補正して基準安定化制御量を適正な値にするステップとを有することを特徴とする請求項
２に記載の系統安定化方法。
【請求項４】
　電力系統における系統分離事故の発生によって主系統と分離された分離系統内の発電機
による単独運転を安定化するための系統安定化装置であって、
　前記分離系統内の設備における潮流情報と、前記分離系統内の構成情報とを用いて潮流
計算を実行する潮流計算実行手段と、
　前記系統分離事故によって前記分離系統内の母線の電圧が低下した際の前記分離系統内
の無効電力を、過渡安定度の計算によって求め、求めた無効電力を用いて、前記系統分離
事故が発生した際の無効電力の過渡変動量を推定するための補正係数を算定する過渡安定
度解析手段と、
　前記潮流計算の結果を用いて求められた安定化制御量であって、電圧低下を伴わない系
統分離事故時に必要な基準安定化制御量を、前記補正係数を用いて補正し、補正した基準
安定化制御量を、前記系統分離事故の発生に伴う、前記分離系統内の母線の残存電圧をパ
ラメータとして格納した安定化制御量テーブルを生成する安定化制御量テーブル生成手段
と、
　前記分離系統内の制御対象を予め設定した優先順位に従って選定し、前記母線の電圧の
低下を伴う系統分離事故が発生した際に前記選定した制御対象を安定化制御するための制
御量を示す安定化制御プリセット値を、前記系統分離事故の発生に伴う、前記分離系統内
の母線の残存電圧をパラメータとして格納した安定化制御プリセットテーブルを、前記安
定化制御量テーブルを用いて生成する安定化制御プリセットテーブル生成手段と、
　前記系統分離事故が発生すると、前記分離系統内の母線の電圧の過渡的変動値に基づい
て、前記安定化制御プリセット値を選択し、選択した安定化制御プリセット値に従って制
御対象の制御を実行する安定化制御実行手段とを有することを特徴とする系統安定化装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発電設備と負荷設備とを備えて構成される需要設備の電源系統と、電力会社
等の電力系統網とを連系させて負荷設備に電力供給する電源系統において、電力系統側の
系統事故等により系統分離事故が発生した場合に分離系統内の発電設備による単独運転を
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実施し、安定的に負荷電力を供給するための、単独分離系統における系統安定化装置及び
系統安定化方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　図７は、特許文献１～５に開示されているような従来の単独分離系統における系統安定
化装置の構成図である。図７において、１は主系統の変電所母線、２は主系統と分離系統
とを連系する連系用の送電線、３は主系統の変電所の遮断器、１Ａ～１Ｃは分離系統内の
母線、２Ｂ～２Ｃは分離系統内の送電線、３Ａ～３Ｄは遮断器、４Ａ～４Ｄは送電線電流
を取り込んで検知するためのセンサ（変流器）、５Ａは母線電圧を取り込んで検知するた
めのセンサ（変成器）、６Ａ～６Ｄは電流・電圧を取り込むための入力ケーブル、７Ａ～
７Ｄは各遮断器３Ａ～３Ｄの開閉情報の入力や、電源制限（電源遮断）及び負荷制限（負
荷遮断）の指令信号の出力をするための入出力ケーブル、８は分離系統内の発電機、９ａ
～９ｃは分離系統内の負荷（負荷設備）である。
【０００３】
　１０は送電線２や母線１における系統分離故障によって分離系統が主系統から分離され
た場合に、発電機８または負荷９ａ～９ｃを遮断することによって、分離系統内の周波数
及び電圧を維持するための系統安定化装置である。１１は母線１Ａの電圧を調整するため
の調相設備、１２Ｂ～１２Ｃは分離系統内の電圧を変換するための変圧器である。
【０００４】
　系統安定化装置１０は、分離系統内の母線電圧、負荷量、発電量、連系線潮流、投入さ
れている調相量等の値を入力ケーブル６Ａ～６Ｄから得て、潮流計算を一定時間毎に実施
する。送電線２が遮断され、分離系統に系統分離が発生すると、系統安定化装置１０は、
例えば入力ケーブル６Ａを通じて得られる信号から、送電線２が遮断され系統分離が発生
したことを認識する。そして系統安定化装置１０は、系統分離が発生する前の各種情報を
基にして、分離系統内の潮流計算を実施し、系統分離が発生した後の単独分離系統の周波
数及び電圧を算出する。
【０００５】
　系統分離が発生した後の単独分離系統の周波数及び電圧のそれぞれの値が運用許容値を
逸脱している場合、系統安定化装置１０は、運用許容値内で運用できるように安定化制御
量を算出し、入出力ケーブル７Ｂ、７Ｃを通じて発電機８及び負荷９ａ～９ｃに制御指令
を出力する。
【０００６】
　このような従来の系統安定化装置では、単独分離系統の周波数及び電圧の変動範囲と運
用許容値とから制御の要否を判断し、制御の必要があれば発電機８および負荷９のいずれ
かの遮断、あるいは調相制御、もしくはその両方を行い、単独分離系統の周波数及び電圧
を制御する。
【０００７】
【特許文献１】特開平７－２４１０３５号公報
【特許文献２】特開２００１－３５９２４１号公報
【特許文献３】特開２００４－７２８８２号公報
【特許文献４】特開２００４－７２８８３号公報
【特許文献５】特開２００４－７２８８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記したような従来の系統安定化装置は、系統分離事故が発生する前の潮流、電圧なら
びに遮断器の開閉の状態などの系統情報を基にして、系統分離前後の定常的な潮流計算を
実施し、その結果得られた潮流のアンバランス量に見合った制御量（負荷制限量、電源制
限量、調相制御量）を算定し、制御する方式である。
【０００９】
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　一方、誘導電動機などの定電力特性の負荷設備は、系統電圧が低下すると電流値が増加
するため、系統内の線路リアクタンス（例えば、図７の変圧器１２Ｃなど）における無効
電力の消費量は増加する特性がある。また、電力用コンデンサなどの調相設備は、系統電
圧が低下すると調相量（無効電力の供給量）が減少する特性がある。このため、これらの
機器の複合体である実際の工場配電系統で、電圧低下をともなう系統分離事故が発生した
場合は、系統分離直後の無効電力のアンバランス量が過渡的に増加する特性となる。
【００１０】
　以上のことから、従来の系統安定化装置を上記のような特性の工場配電系統に適用した
場合に、短絡事故や地絡事故に起因する"大幅な電圧低下をともなう系統分離事故"が発生
すると、例えば、系統安定化装置が算定する調相制御量が、実際に必要とされる調相制御
量に対して不足する問題があった。更に、この調相制御の不足量が大きい場合は、単独運
転を行う発電機による系統電圧の回復制御が遅れるばかりか、発電機の過励磁運転状態が
長時間継続することによって、発電機自身が保護動作により自動停止する。すなわち、発
電機の単独運転が失敗に至る可能性があった。
【００１１】
　以上のような従来技術の問題点に鑑みて、本発明は、定電力特性の誘導性負荷や容量性
負荷が混在するような電源系統において、電圧低下をともなう系統分離事故が発生した場
合においても、系統分離後の発電機の単独運転を確実なものにすることが可能な系統安定
化装置及び系統安定化方法を提供することを目的とする
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の系統安定化装置は、電力系統における系統分離事故の発生に際して、主系統に
連系線を介して接続された分離系統内の母線と、遮断器と、分離系統内の各送電線の電流
を検知するための第１のセンサと、分離系統内の母線の電圧を検知するための第２のセン
サと、発電機と、負荷設備と、調相設備とを含む分離系統における分離系統内の発電機に
よる単独運転を安定化するための系統安定化装置であって、前記遮断器からの開閉状態を
示す信号に基づき、前記分離系統内の系統構成を所定の周期で検出する系統構成検出手段
と、前記第１のセンサからの電流信号、及び第２のセンサからの電圧信号に基づき、前記
分離系統内の送電線、負荷設備、発電機、及び調相設備を含む各設備について、電圧、周
波数、電流、有効電力、及び無効電力を含む潮流情報を検出する潮流情報検出手段と、前
記第２のセンサからの電圧信号に基づき、前記分離系統内の母線の電圧を、前記所定の周
期よりも高速で検出して、前記系統分離事故が発生したときにおける、前記分離系統内の
母線の電圧の過渡的変動値を検出する系統電圧検出手段と、前記系統構成及び前記潮流情
報を含むオンライン系統情報と、前記負荷設備の過渡特性データと、前記調相設備の電圧
特性データと、前記発電機の過励磁保護動作特性を含む過渡特性データとを基に、過渡安
定度の計算を実行し、実行した計算の結果に基づき、前記系統分離事故が発生した直後の
無効電力過渡変動量の補正係数を算定する過渡安定度解析手段と、前記系統分離事故が発
生する直前の、前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして、前記分離系統内の
母線の電圧の低下を伴う系統分離事故が発生した際に前記分離系統内の制御対象を安定化
制御するための制御量を示す安定化制御プリセット値が格納された安定化制御プリセット
テーブルを、前記オンライン系統情報に基づく潮流計算の結果と、前記無効電力過渡変動
量の補正係数とを用いて生成する系統安定化制御プリセットテーブル生成手段と、前記連
系線の遮断器の開閉状態から検出した系統分離を示す系統分離信号をトリガーに、前記分
離系統内の母線の電圧の過渡的変動値に基づき、前記安定化制御プリセットテーブルから
前記安定化制御プリセット値を選択して、安定化処理を瞬時に実行する安定化制御実行手
段と、前記選択された安定化制御プリセット値に基づく安定化制御指令を制御対象の機器
へ出力する安定化処理出力手段と、を備え、前記分離系統内の母線の過渡的な電圧低下を
伴う系統分離事故が発生した時の無効電力のアンバランスを補償して、系統分離事故が発
生した後の前記分離系統内の発電機による単独運転を安定化することを特徴とする。
　また、本発明の他の態様例では、電力系統における系統分離事故の発生によって主系統
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と分離された分離系統内の発電機による単独運転を安定化するための系統安定化装置であ
って、前記分離系統内の設備における潮流情報と、前記分離系統内の構成情報とを用いて
潮流計算を実行する潮流計算実行手段と、前記系統分離事故によって前記分離系統内の母
線の電圧が低下した際の前記分離系統内の無効電力を、過渡安定度の計算によって求め、
求めた無効電力を用いて、前記系統分離事故が発生した際の無効電力の過渡変動量を推定
するための補正係数を算定する過渡安定度解析手段と、前記潮流計算の結果を用いて求め
られた安定化制御量であって、電圧低下を伴わない系統分離事故時に必要な基準安定化制
御量を、前記補正係数を用いて補正し、補正した基準安定化制御量を、前記系統分離事故
の発生に伴う、前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして格納した安定化制御
量テーブルを生成する安定化制御量テーブル生成手段と、前記分離系統内の制御対象を予
め設定した優先順位に従って選定し、前記母線の電圧の低下を伴う系統分離事故が発生し
た際に前記選定した制御対象を安定化制御するための制御量を示す安定化制御プリセット
値を、前記系統分離事故の発生に伴う、前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータと
して格納した安定化制御プリセットテーブルを、前記安定化制御量テーブルを用いて生成
する安定化制御プリセットテーブル生成手段と、前記系統分離事故が発生すると、前記分
離系統内の母線の電圧の過渡的変動値に基づいて、前記安定化制御プリセット値を選択し
、選択した安定化制御プリセット値に従って制御対象の制御を実行する安定化制御実行手
段とを有することを特徴とする。
【００１３】
　本発明の系統安定化方法は、電力系統における系統分離事故の発生に際して、主系統に
連系線を介して接続された分離系統内の母線と、遮断器と、分離系統内の各送電線の電流
を検知するための第１のセンサと、分離系統内の母線の電圧を検知するための第２のセン
サと、発電機と、負荷設備と、調相設備とを含む分離系統における分離系統内の発電機に
よる単独運転を安定化するための系統安定化方法であって、定電力特性を有する前記負荷
設備を含む負荷群の動特性と、該負荷群と発電機群との間の線路リアクタンスと、無効電
力の制限制御動作を含む前記発電機群の動特性と、前記調相設備の動特性とを考慮した過
渡安定度の計算を行い、計算した結果に基づいて、前記系統分離事故が発生した際の無効
電力の過渡変動量を推定するための、無効電力過渡変動量の補正係数を、前記系統分離事
故が発生する直前の前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして生成するステッ
プと、前記分離系統内の系統構成及び前記分離系統内の設備についての潮流情報を含むオ
ンライン系統情報を基にした潮流計算で求められた潮流のバランスに関するデータから算
出された安定化制御量であって、電圧低下を伴わない系統分離事故時に必要な基準安定化
制御量を、前記無効電力過渡変動量の補正係数で補正し、補正した基準安定化制御量を、
前記系統分離事故が発生する直前の前記分離系統内の母線の残存電圧をパラメータとして
格納した安定化制御量テーブルを生成するステップと、予め設定した優先順位に従って前
記分離系統内の制御対象を選定し、前記分離系統内の母線の電圧の低下を伴う系統分離事
故が発生した際に前記選定した制御対象を安定化制御するための制御量を示す安定化制御
プリセット値が、前記系統分離事故が発生する直前の、前記分離系統内の母線の残存電圧
をパラメータとして格納された安定化制御プリセットテーブルを、前記安定化制御量テー
ブルを用いて生成するステップと、前記系統分離事故が発生した場合は、前記分離系統内
の母線の電圧の過渡的変動値に基づいて、前記安定化制御プリセットテーブルから、前記
安定化制御プリセット値を選択して瞬時に安定化制御を実行するステップと、を有し、前
記分離系統内の母線の過渡的な電圧低下を伴う系統分離事故が発生した時の無効電力のア
ンバランスを補償して、系統分離事故が発生した後の前記分離系統内の発電機による単独
運転を安定化することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、電圧低下をともなう系統分離事故があっても、系統分離後の過渡的な
無効電力のアンバランスを可及的に瞬時に補償することによって、無効電力の供給不足等
による発電機の単独運転の失敗を可及的に回避し、系統分離後も安定的な電力供給が可能
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となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の系統安定化装置を実施するための形態について図面を参照して詳細に説明する
。なお、各図において、同じ機能を有する装置、部品等は同一の符号を付す。
＜第１の実施の形態＞
（系統安定化装置の構成）
　図２は、本実施の形態の系統安定化装置及びそれを組み込む電力系統（系統構成）の概
略図である。
　図２において、１は主系統の変電所母線、２は主系統と分離系統とを連系する連系用の
送電線（連系線）、３は主系統の変電所の遮断器、１Ａ～１Ｃは分離系統内の各母線、２
Ｂ～２Ｅは分離系統内の送電線、３Ａ～３Ｅは遮断器、４Ａ～４Ｆはそれぞれ分離系統内
の各母線１Ａ～１Ｃ、各送電線２Ｂ～２Ｄ、各遮断器３Ａ～３Ｄなどに流れる電流の値を
測定するために取り込む第１のセンサ（変流器）、５Ａ～５Ｃは分離系統内の各母線１Ａ
～１Ｃの母線電圧の値を測定するために取り込む第２のセンサ（変成器）である。
【００１６】
　６Ａ～６Ｆは、第１のセンサ４Ａ～４Ｆそれぞれからの電流及び第２のセンサ５Ａ～５
Ｃそれぞれからの母線電圧を、系統安定化装置１０に入力するための入力ケーブルである
。７Ａ～７Ｄはそれぞれ、各遮断器３Ａ、３Ｂ、３Ｅ、３Ｄの開閉情報の入力、系統安定
化装置１０から遮断器３Ｂ等への電源制限（電源遮断）、負荷制限（負荷遮断）、および
調相制御の少なくとも何れか１つの指令信号を出力するための入出力ケーブルである。８
は分離系統内の発電機、９ａ～９ｃは分離系統内の各負荷（負荷設備）を表す。
【００１７】
　１０は送電線２や母線１における分離故障によって分離系統が主系統から分離された場
合に、発電機８または負荷９ａ～９ｃを遮断したり、調相設備１１における調相量を制御
したりすることによって、分離系統内の周波数及び電圧を維持するための系統安定化装置
である。１１は分離系統内の母線１Ａの電圧を運用電圧（例えば定格電圧）となるように
調整するための調相設備、１２Ｂ～１２Ｃは分離系統内の電圧を運用電圧（例えば定格電
圧）となるように変換するための変圧器である。
【００１８】
　本実施の形態の系統安定化装置１０は、上記のように接続された分離系統内の第１のセ
ンサ（変流器）４Ａ～４Ｆ、および第２のセンサ（変成器）５Ａ～５Ｃから、分離系統内
の各送電線電流、各母線電圧の信号を、入力ケーブル６Ａ～６Ｆを通じて取り込み、これ
ら各々の電流信号及び電圧信号から、負荷量、発電量、連系線潮流、投入されている調相
量等の情報の信号にそれぞれ変換する。系統安定化装置１０は、この情報を基に系統分離
後の分離系統内の各潮流の計算を一定時間毎、例えば１秒毎あるいはそれ以下で実施する
。そして、系統安定化制御に必要な制御量、すなわち、系統分離が発生した後の分離系統
内の周波数と電圧とを運用許容値内にするための、電源遮断量、負荷遮断量、調相制御量
を算出する。
【００１９】
　図２において、例えば、連系用の送電線２で短絡事故等の系統事故が発生すると、変電
所の保護装置として設けられた送電線保護装置等の保護装置（図示せず）が系統事故を検
出し、この保護装置からの指令の信号に基づき遮断器３Ａが遮断され、主系統の変電所母
線１と分離系統の変電所母線１Ａとが相互に分離し、系統分離事故に至る。この場合、系
統安定化装置１０は、遮断器３Ａの遮断情報を、入力ケーブル６Ａを通して取込むことで
、系統分離が発生したことを認識し、系統安定化制御（負荷制御または負荷遮断、電源制
限または電源遮断、調相制御）を実施する。
【００２０】
　図１は、本実施の形態の系統安定化装置１０の内部構成の概略図である。本実施の形態
の系統安定化装置１０は、例えば、各種の入出力インターフェースを備えたパーソナルコ
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ンピュータを用いることにより実現することができる。
　図１において、１０－１は、分離系統内の系統構成を把握するための各遮断器３Ａ～３
Ｅ等の開閉状態を検出する系統構成検出手段である。系統構成検出手段１０－１は、時々
刻々変化する分離系統内の系統構成（母線１Ａ～１Ｃ、発電機８、負荷設備９ａ～９ｃ、
および調相設備１１のそれぞれの接続状態）を把握するために、分離系統内の各遮断器３
Ａ～３Ｅから、遮断器３Ａ～３Ｅの開閉状態を示す補助接点信号を、所定（一定）の周期
（例えば１秒毎あるいはそれ以下の周期）で入出力ケーブル７Ａ～７Ｄを通じて取り込む
。取込んだ各遮断器３Ａ～３Ｅの開閉状態を示す補助接点信号はデジタル信号の形態でオ
ンラインデータ入出力手段１０－４に伝達される。
【００２１】
　１０－２は、連系線２、母線１Ａ～１Ｃ、負荷設備９ａ～９ｃ、発電機８、調相設備１
１等の潮流情報を検出する潮流情報検出手段である。潮流情報検出手段１０－２は、時々
刻々変化する分離系統内の各種潮流情報（連系線２、母線１Ａ～１Ｃ、発電機８、負荷設
備９ａ～９ｃ、調相設備１１等の電圧Ｖ、周波数Ｆ、電流Ｉ、有効電力Ｐ、無効電力Ｑ等
）を把握するために、分離系統内の第１のセンサ（変流器）４Ａ～４Ｆで検出した各送電
線（母線１Ａ～１Ｃ、送電線２、２Ｂ～２Ｅ等）を流れる電流の信号、第２のセンサ（変
成器）５Ａ～５Ｃで検出した各母線１Ａ～１Ｃの電圧の信号を、入力ケーブル６Ａ～６Ｆ
を通じて取り込む。潮流情報検出手段１０－２に取り込まれた信号は、例えばトランスデ
ューサ等の各種電気量変換器を用いて、電圧Ｖ、周波数Ｆ、電流Ｉ、有効電力Ｐ、無効電
力Ｑ等の各種電気量に変換される。このようにして得られた連系線２、母線１Ａ～１Ｃ、
発電機８、負荷設備９ａ～９ｃ、調相設備１１等の潮流情報は、アナログ信号の形態でオ
ンラインデータ入出力手段１０－４に伝達される。
【００２２】
　１０－３は、分離系統内の主要な系統電圧を検出する系統電圧検出手段である。系統電
圧検出手段１０－３は、系統分離事故が発生した時の母線電圧の過渡的な変動値（過渡的
変動値）を検出するためのもので、図２における分離系統内の主要母線１Ａに設置された
第２のセンサ（変成器）５Ａで検出した電圧信号を、例えば、系統構成検出手段１０－１
が各遮断器３Ａ～３Ｅの開閉状態を示す補助接点信号を取り込む周期よりも高速に処理し
て、分離系統内の母線電圧の低下、すなわち母線１Ａの残存電圧Ｖｐを検出する。検出さ
れた残存電圧Ｖｐは、応答が速い電圧変換器で変換した連続的なアナログ信号、又は、電
圧継電器の組合せで離散的なバンド値に変換したデジタル信号としてオンラインデータ入
出力手段１０－４へ伝達される。離散的なバンド値に変換したデジタル信号とは、例えば
、残存電圧Ｖｐが０～１０％（０≦Ｖｐ≦１０％以下）である場合にはデジタル信号Ｖｐ
１をＯＮ、残存電圧Ｖｐが１０～２０％はデジタル信号Ｖｐ２をＯＮ、同様に１０％ステ
ップでデジタル信号ＶｐＮをＯＮ－ＯＦＦさせる方式で出力されたデジタル信号である。
尚、例えば、残存電圧Ｖｐが０～１０％（１０％～２０％）であるとは、分離系統内の母
線電圧の低下が起こらなかったときの母線電圧の０～１０％（１０％～２０％）であるこ
とをいう。
【００２３】
　１０－４は、系統構成検出手段１０－１、潮流情報検出手段１０－２、及び系統電圧検
出手段１０－３、並びに後述する系統分離検出手段１０－８からのオンライン系統情報の
入力信号と、後述する安定化制御実行手段１０－９からの安定化処理の出力信号とを入出
力処理するオンラインデータ入出力手段である。オンラインデータ入出力手段１０－４は
、上述の各遮断器３Ａ～３Ｅの開閉状態、各潮流情報、各母線電圧、各母線周波数等の時
々刻々と変化するオンライン系統情報の入力信号を、１０－１～１０－３及び１０－８の
各検出手段から、周期的（例えば数１００ミリ秒あるいはそれ以下）に入力し、入力した
データをサンプリングする。サインプリングされたデータ（オンライン系統情報）は後述
する潮流計算実行手段１０－５、過渡安定度解析手段１０－６、安定化制御実行手段１０
－９に伝達され、安定化制御実行手段１０－９からの安定化処理の出力信号は後述する安
定化処理出力手段１０－１０に伝達される。
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【００２４】
　１０－５は、入力したオンライン系統情報を基に、系統分離後の分離系統内の潮流計算
と、系統安定化装置１０による安定化制御を実施した後の潮流計算とを行う潮流計算実行
手段である。すなわち潮流計算実行手段１０－５は、予め設定された系統構成情報（電源
系統図等）に、各遮断器３Ａ～３Ｅの開閉状態のオンライン系統情報を取り込むことで、
時々刻々と変化する系統構成を把握する。潮流計算実行手段１０－５は、この状態におい
て、系統分離が発生した際の分離系統内の有効電力Ｐ及び無効電力Ｑの需給のアンバラン
ス量をそれぞれ推定する。また、潮流計算実行手段１０－５は、系統安定化装置１０によ
る安定化制御を実行した後の分離系統内の電圧および周波数を推定する。更に、潮流計算
実行手段１０－５は、推定した電圧および周波数が、予め入力して設定された運転許容値
内であることを判定して安定化制御量を算定する。
【００２５】
　１０－６は過渡安定度解析手段であって、系統構成及び潮流情報を含むオンライン系統
情報、並びに、予め入力して設定された"負荷設備９ａ～９ｃの過渡特性データ、調相設
備１１の電圧特性データ、及び発電機８の過励磁保護動作特性を含む過渡特性データ"を
基にして、一定周期毎に過渡安定度の計算を実行し、系統分離の発生直前又は直後の無効
電力過渡変動量の補正係数Ｋｖを算定する。なお、過渡安定度とは、同期機（発電機及び
同期電動機）が電力系統内で運転中に、短絡故障などによって系統じょう乱（過渡変動）
を受けた場合に、その状態が経過した後も、同期外れ（脱調）を起こさずに、安定運転を
継続できる度合である。過渡安定度解析手段１０－６の内部には、過渡安定度解析用の各
種情報（系統構成、負荷設備９ａ～９ｃの過渡特性データ、調相設備１１の電圧特性デー
タ、発電機８の過渡特性データ等）が予め設定された"過渡安定度計算を行うシミュレー
タ"が組み込まれている。このシミュレータとしては、公知の技術の手法を用いることが
できるので、ここでは詳細な説明を省略する。過渡安定度解析手段１０－６は、このシミ
ュレータの変数に各オンライン系統情報を代入して過渡安定度の計算を実行する。
【００２６】
　そして、過渡安定度解析手段１０－６は、過渡安定度計算で得られた"分離系統内の母
線の電圧が低下したときの分離系統内全体の無効電力の計算値"から、無効電力過渡変動
の補正係数Ｋｖを算定する。この無効電力の計算値は、系統分離の発生の直前（又は直後
）の残存電圧Ｖｐに依存する。このため、過渡安定度解析手段１０－６は、残存電圧Ｖｐ
が１００％の場合と、それ以外の少なくとも２ケース以上の残存電圧Ｖｐとなる場合とで
、無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖを演算し、残存電圧Ｖｐを変数とする関数として、無
効電力過渡変動の補正係数Ｋｖを求める。この無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖは、系統
構成や負荷設備９ａ～９ｃの稼動状態が大幅に変化しない限り、実運用上支障となるよう
な大幅な変化はない。このため、例えば、分単位もしくは時間単位の周期、あるいは、系
統運用の変更時に運転員の手動操作で、無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖの計算を実行し
ても問題ない。求められた無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖは、系統安定化制御プリセッ
トテーブル生成手段１０－７に伝達される。
【００２７】
　系統安定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７は、潮流計算実行手段１０－５に
おける潮流計算の結果と、過渡安定度解析手段１０－６で求められた無効電力過渡変動の
補正係数Ｋｖとを用いて、系統分離の発生直前（又は直後）の残存電圧Ｖｐをパラメータ
とする安定化制御プリセットテーブルを生成する。ここで安定化制御プリセットテーブル
とは、系統安定化装置１０が安定化制御するための各制御量と制御対象とを事前に算定し
、系統分離が発生する直前（又は直後）の残存電圧Ｖｐをパラメータとしてそれらをテー
ブル化したものである。例えば、系統分離後の有効電力Ｐのバランスが負荷過剰の状態の
場合には、周波数の安定化のために、有効電力Ｐのアンバランス量に見合った負荷遮断が
必要となる。この負荷遮断量（負荷制御量）に見合った量の遮断（制御）を行う対象の負
荷設備９を選択するには、遮断可能な負荷設備９に予め優先順位を設定しておき、優先順
位が高い負荷設備９から順番に、遮断（制御）を行う対象の負荷設備９を、１つ又は複数
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選択する。このように安定化制御の制御対象の選択状況が安定化制御プリセット値となる
。また、上述のように、負荷制御量（負荷遮断量）は、残存電圧Ｖｐの値に依存するため
、残存電圧Ｖｐの値に対応した安定化制御プリセット値（負荷制御量（負荷遮断量））が
、無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖを用いて算定される。例えば、残存電圧Ｖｐが０～１
０％（０≦Ｖｐ≦１０％）の時の安定化制御プリセット値、１０～２０％（１０％＜Ｖｐ
≦２０％）の時の安定化制御プリセット値、というように１０％ピッチで安定化制御プリ
セット値が算定され、安定化制御プリセットテーブルが生成される。生成された安定化制
御プリセットテーブルは安定化制御実行手段１０－９に伝達されて一次保存される。これ
らの安定化制御プリセット値は、潮流計算を実施したタイミングで更新され、系統分離事
故が発生した際の最新値が実際に使用される。
【００２８】
　系統分離検出手段１０－８は、連系線２の遮断器３Ａの開閉状態から系統分離を検出す
る手段である。系統分離検出手段１０－８では、例えば、図２の連系線２の遮断器３Ａが
遮断して系統分離が発生した場合、遮断器３Ａの開閉状態を示す補助接点信号（遮断器３
Ａの状態信号）を、入出力ケーブル７Ａを通じて取り込む。仮に、連系線２が平行２回線
で受電されている場合、系統分離検出手段１０－８は、２回線分の信号を取り込み、連系
線２の遮断器３Ａが２回線ともに遮断されたことをロジック回路で判定し、系統分離が発
生したことを検出し、そのことを示す系統分離信号をオンライン系統情報として出力する
。系統分離信号はオンラインデータ入出力手段１０－４を経由して、安定化制御実行手段
１０－９に伝達される。
【００２９】
　安定化制御実行手段１０－９は、系統分離検出手段１０－８の系統分離信号をトリガー
に、この時の残存電圧Ｖｐに応じた安定化制御プリセット値を、安定化制御プリセットテ
ーブルから選択し、安定化制御処理を実行する。系統分離検出手段１０－８から安定化制
御実行手段１０－９に系統分離信号が伝達されると、安定化制御実行手段１０－９は、そ
の内部に一次保存されている安定化制御プリセットテーブルから、実際の残存電圧Ｖｐに
対応した安定化制御プリセット値を選択する。選択した安定化制御プリセット値には、制
御対象と制御量とが含まれているので、安定化制御実行手段１０－９は、選択した安定化
制御プリセット値に基づいて、制御対象に対する制御量を指示する安定化制御指令信号を
出力することができる。すなわち、負荷遮断制御であれば、選択された安定化制御プリセ
ット値に含まれる（遮断対象の）負荷設備９に遮断信号を出力する。また、電源制御であ
れば、選択された安定化制御プリセット値に含まれる（制御対象の）発電機８に停止信号
を出力する。また、調相制御であれば、選択された安定化制御プリセット値に含まれる（
制御対象の）調相設備１１に投入信号あるいは遮断信号を出力する。
【００３０】
　安定化処理出力手段１０－１０は、安定化制御実行手段１０－９で選定された安定化制
御指令信号を各制御機器へ出力する。例えば、安定化制御指令信号が、負荷遮断制御を示
すものであれば、安定化処理出力手段１０－１０は、その負荷遮断制御を示す安定化制御
指令信号が、系統安定化装置１０から、安定化制御指令信号に示される各遮断器３Ｅに入
出力ケーブル７Ｃを通じて出力される。この際、各遮断器３Ｅの仕様にあわせた信号に変
換してから、安定化制御指令信号を出力する必要がある。このため、安定化処理出力手段
１０－１０は、安定化制御実行手段１０－９で選定された安定化制御指令信号を、出力先
となる遮断器３Ｅの仕様にあわせた信号に変換してから出力する。安定化処理出力手段１
０－１０は、例えば補助リレーで構成すると良い。
【００３１】
（フローチャート）
　図３は、本実施の形態における系統安定化装置１０の上記の各手段で実行する系統安定
化制御の処理動作のフローの一例を説明した図である。
　系統安定化装置１０（オンラインデータ入出力手段１０－４）は、潮流計算に用いる"
連系線２、分離系統内の発電機群（例えば発電機８）、および分離系統内の制御対象とな
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る負荷群（例えば負荷設備９ａ～９ｃ）の潮流値、遮断器（例えば遮断器３Ａ～３Ｅ）の
開閉状態、分離系統内の母線電圧"等のオンライン系統情報のデータをサンプリングする
（ステップＳ１）。
　次に、潮流計算実行手段１０－５は、このサンプリングデータを基にして、系統分離が
発生した後の潮流計算（例えば、分離系統全体の有効電力および無効電力、ならびに分離
系統内の制御対象（例えば負荷設備９ａ～９ｃ）の個々の有効電力および無効電力）を実
施する（ステップＳ２）。このとき、系統分離とともに予め遮断することが決められてい
る発電機群および負荷群がある場合、潮流計算実行手段１０－５は、それぞれ遮断された
状態にて潮流計算を実施する。この潮流計算の結果から、潮流計算実行手段１０－５は、
系統分離後の分離系統内の周波数および電圧が運用許容値内であるか否かを判定する（ス
テップＳ３）。
【００３２】
　この判定の結果、系統分離後の分離系統内の周波数および電圧が運用許容値内にあると
判定された場合には、系統安定化装置（潮流計算実行手段１０－５）は、無制御を選択し
（ステップＳ２１）、後述するステップＳ１１に進む。
　一方、系統分離後の分離系統内の周波数および電圧が運用許容値内でないと判定された
場合には、潮流計算実行手段１０－５は、分離系統内の有効電力Ｐのアンバランス量から
、負荷制御量（負荷遮断量）および電源制御量（発電遮断量または発電出力抑制量）の少
なくとも何れか一方を算出する（ステップＳ４）。
　次に、潮流計算実行手段１０－５は、周波数の安定化を目的として、分離系統内の有効
電力Ｐを制御した後の潮流計算を実施する（ステップＳ５）。そして、潮流計算実行手段
１０－５は、この潮流計算の結果から、系統分離後の分離系統内の電圧および周波数が運
用許容値内であるか否かを判定する（ステップＳ６）。
【００３３】
　この判定の結果、系統分離後の分離系統内の電圧が運用許容値内にあると判定された場
合には、系統安定化装置１０（潮流計算実行手段１０－５）は、周波数安定化制御を選択
し（ステップＳ２２）、後述するステップＳ１１に進む。
　一方、系統分離後の分離系統内の電圧が運用許容値でないと判定された場合は、潮流計
算実行手段１０－５は、分離系統内の無効電力Ｑのアンバランス量から調相制御量の要求
値を算出する（ステップＳ７）。
【００３４】
　次に、潮流計算実行手段１０－５は、算出された調相制御量の要求値（調相制御の制御
要求値）が調相設備１１の制御範囲内にあるかを判定する（ステップＳ８）。この判定の
結果、調相制御量の要求値が調相設備１１の制御範囲内であると判定された場合は、系統
安定化装置１０（潮流計算実行手段１０－５）は、周波数および電圧安定化制御を選択し
（ステップＳ２３）、後述するステップＳ１１へ進む。
　一方、調相制御量の要求値が調相設備１１の制御範囲内でないと判定された場合は、潮
流計算実行手段１０－５は、調相制御の不足量に見合った無効電力Ｑのバランス量に制御
すべく負荷制御量（負荷遮断量）を追加補正する（ステップＳ９）。すなわち、潮流計算
実行手段１０－５は、調相制御の不足量に相当する制御量を、負荷制御量（負荷遮断量）
に加算する。
　次に、潮流計算実行手段１０－５は、電圧安定化を目的として、調相制御と、その調相
制御の不足量を補った負荷制御との両方を実施した場合の潮流計算を実施し（ステップＳ
１０）、ステップＳ１１へ進む。
【００３５】
　ステップＳ１１に進むと、潮流計算実行手段１０－５は、上述の処理で最終的に選択さ
れた制御モードの基準安定化制御量（負荷制御量、電源制御量、調相制御量）を設定する
。この基準安定化制御量とは、電圧低下をともなわない系統分離事故時に必要な安定化制
御量を意味する。
【００３６】
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　この基準安定化制御量の設定に際し、潮流計算実行手段１０－５は、オンライン系統情
報を基にした潮流計算の結果から、潮流（例えば、分離系統内全体の有効電力・無効電力
および分離系統内の制御対象の個々の有効電力・無効電力）のバランスを示すデータを導
出し、このデータを用いて、基準安定化制御量を設定する。
　ここで、ステップＳ２１で無制御が選択された場合には、基準安定化制御量は０（ゼロ
）になる。また、ステップＳ２３で周波数および電圧安定化制御が選択された場合には、
ステップＳ７で算出された調相制御量を更に用いて、基準安定化制御量を設定する。さら
に、ステップＳ９で負荷制御量（負荷遮断量）が追加補正された場合には、ステップＳ７
で算出された調相制御量と、追加補正された負荷制御量（負荷遮断量）とを更に用いて基
準安定化制御量を設定する。以上のようにすることによって、基準安定化制御量が可及的
に適正な値になる。
【００３７】
　また、上述したステップＳ１でオンライン系統情報のデータがサンプリングされてから
、後述するステップＳ１２が開始するまでの任意のタイミングで、過渡安定度解析手段１
０－６は、オンライン系統情報、並びに、予め入力して設定された過渡特性データ等を基
にして、一定周期毎に過渡安定度の計算を実行し、計算した結果に基づいて、系統分離が
発生した直前又は直後の無効電力過渡変動量の補正係数Ｋｖを算定する（ステップＳ３１
）。上述したように、無効電力過渡変動量の補正係数Ｋｖは、残存電圧Ｖｐをパラメータ
とする関数である。
【００３８】
　次に、系統安定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７は、電圧低下をともなう系
統分離事故時の過渡的な無効電力の変動量を加味するために、系統分離の発生の直前の残
存電圧Ｖｐをパラメータとする無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖを用いて、基準安定化制
御量を補正し、補正した基準安定化制御量を、残存電圧Ｖｐをパラメータとして格納した
安定化制御量テーブルを生成する（ステップＳ１２）。
【００３９】
　次に、系統安定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７は、分離系統内の母線電圧
の低下を伴う系統分離事故時に必要な制御（負荷制御、電源制御および調相制御）の内容
を記憶した安定化制御プリセットテーブルを生成する。すなわち、系統安定化制御プリセ
ットテーブル生成手段１０－７は、予め設定した優先順位に従って制御対象を選定し、安
定化制御量テーブル（残存電圧Ｖｐ毎に算出された"電圧低下をともなわない系統分離事
故時の安定化制御に必要な制御量データ"）から、選定した制御対象に対する制御量を残
存電圧Ｖｐ毎に求める。そして、それら制御対象と制御量とを含む安定化制御プリセット
値を、残存電圧Ｖｐをパラメータとして格納した"負荷制御、電源制御および調相制御の
ための安定化制御プリセットテーブル"を生成する（ステップＳ１３）。
　次に、系統分離検出手段１０－８は、連系線２の遮断器３Ａの開閉状態から、系統分離
事故の有無を判定する（ステップＳ１４）。この判定の結果、系統分離事故が発生してい
ない場合には、ステップＳ１にもどり、上記の制御ループを繰り返して最新の系統状態に
おける安定化制御プリセットテーブルに更新する。
　一方、系統分離事故が発生した場合には、安定化制御実行手段１０－９は、系統分離事
故が発生する直前又は直後の母線１ａの残存電圧Ｖｐに対応した安定化制御プリセット値
を選択して、選択した安定化制御プリセット値に基づく安定化制御指令信号を、安定化処
理出力手段１０－１０を通して、各制御機器に送信し、安定化制御処理を実施する（ステ
ップＳ１５）。
【００４０】
（具体的な信号処理）
　次に、電圧低下を伴う系統分離事故時の過渡的な無効電力の変動量を加味するための、
系統分離の発生直前（又は直後）の残存電圧Ｖｐをパラメータとする無効電力過渡変動の
補正係数Ｋｖについて説明する。
【００４１】
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　図４は、主系統で電圧低下をともなう系統分離事故が発生し、系統分離した場合の分離
系統内の主要母線１ａの母線電圧Ｖの時間変化の様相を示した一例である。この例では、
主系統で短絡事故が発生したために、分離系統内の主要母線１ａで急激な電圧低下が発生
し、事故点の除去とともに発電機８の電圧制御等により、規定電圧に母線電圧Ｖが復帰す
る過程を示している。母線電圧Ｖは、事故点が除去あるいは系統分離が発生する直前（又
は直後）が最低電圧となり、この時の残存電圧Ｖｐの大きさによって、系統の無効電力Ｑ
のバランスが過渡的に変動する。
【００４２】
　図５は、定電力負荷特性を有する負荷群の、残存電圧Ｖｐと諸特性（有効電力Ｐ、無効
電力Ｑ、力率Ｐｆ、電流Ｉ）との関係を示した一例である。末端の負荷設備９ａ～９ｃの
有効電力Ｐは電圧低下の影響を比較的受けずにほぼ一定となる。しかし、母線電圧Ｖの低
下（残存電圧Ｖｐの低下）に伴い電流値が増加するために、線路リアクタンスにおける無
効電力Ｑの消費が増加する。このため、電源側から見た無効電力Ｑは、残存電圧Ｖｐの低
下に伴い急増する一例を示している。
【００４３】
　こうした定電力特性を有する負荷群の動特性、負荷群と発電機群の間の線路リアクタン
ス（発電所の昇圧変圧器や変電所の配電用変圧器）、無効電力Ｑの制限制御動作を含む発
電機群の動特性、ならびに、調相設備の動特性を考慮した過渡安定度の計算を一定周期毎
に実施して算定した、残存電圧Ｖｐをパラメータとする無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖ
の一例を図６に示す。Ｋｖは残存電圧Ｖｐの関数であり、以下の式（１）となる。
【００４４】
　Ｋｖ＝ｆ（Ｖｐ）　・・・（１）
【００４５】
　無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖは、系統を構成する個々の機器の特性で異なるが、例
えば、下記のような近似式（２）で近似することができる。
　Ｋｖ＝１＋（１－Ｖｐ）α　・・・（２）
　ここで、αは近似式の変数、Ｖｐの単位はパーユンニット値［ｐｕ］である。なお、α
の値は、例えば１．５～２の範囲で近似できる。
【００４６】
　系統安定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７は、この無効電力過渡変動の補正
係数Ｋｖを用いて、基準安定化制御量を補正する。例えば、系統安定化制御プリセットテ
ーブル生成手段１０－７は、系統分離後の電源から見た負荷群の無効電力Ｑの消費量を補
正し、補正後の無効電力Ｑのアンバランス量から負荷制御量を補正する。そして、この負
荷制御量の補正にともない有効電力Ｐのバランスにもアンバランスが生じるため、系統安
定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７は、有効電力Ｐのアンバランス量から電源
制御量も同時に補正して、最終的な安定化制御量テーブルを生成する。
【００４７】
　なお、図３の系統安定化制御のフローでは、この無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖを算
定するための過渡安定度の計算を制御周期毎に実施しているが、負荷設備９の稼動状態及
び負荷特性の変化が少ない場合は、必ずしも制御周期毎に実施する必要はなく、例えば、
分単位または時間単位で実施しても精度上の問題はない。また、この無効電力過渡変動の
補正係数Ｋｖを算出する処理は必ずしも系統安定化装置１０で実施する必要はなく、オフ
ライン解析により求めて、その結果を系統安定化装置１０が通信を行って取得することで
実現しても構わない。さらに、この無効電力過渡変動の補正係数Ｋｖは、残存電圧Ｖｐの
範囲毎に設定した離散値を使用しても構わない。
【００４８】
＜第２の実施の形態＞
　図１に示した系統安定化装置１０において、本発明の系統安定化装置を実現するための
具体的なシステム構成の一例を説明する。
　本実施形態では、系統構成検出手段１０－１は補助リレー、潮流情報検出手段１０－２
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はトランスデューサ、系統電圧検出手段１０－３は高応答トランスデューサ又は電圧継電
器、系統分離検出手段１０－８は補助リレー及びリレー回路、安定化処理出力手段１０－
１０は補助リレー回路で構成される。それぞれの設置場所が同一の場所であれば、それぞ
れは、同一のインターフェース盤に収納される。一方、それぞれの設置場所が異なる場合
には、それぞれを独立したインターフェース盤に収納し、インターフェースケーブルまた
はリモートＩ／Ｏ盤を用いた通信ケーブルにて、オンラインデータ入出力手段１０－４と
信号の授受を行うようにする。オンラインデータ入出力手段１０－４、潮流計算実行手段
１０－５、系統安定化制御プリセットテーブル生成手段１０－７、安定化制御実行手段１
０－９は、系統安定化装置１０の主幹制御装置にあたり、同一のデジタル制御装置（一般
にＤＣＳ装置という）またはプログラミングコントローラ（一般にＰＬＣという）にて構
成される。それぞれの機能は主幹制御装置内に組み込んだソフトウエアで構築される。過
渡安定度解析手段１０－６は上記の主幹制御装置内に組み込むことも可能であるが、主幹
制御装置内の演算処理速度の低下を防止するために、独立した工業用パソコン内に組み込
み、主幹制御装置と通信でデータを伝送する構成とすることが望ましい。
【００４９】
　上記の系統安定化装置１０の構成は一例であって、構成に用いる素子、装置等は当業者
に周知の代替部品及び装置で構成しても良いことは明らかである。又、各手段で実施する
信号処理及びデータ処理に際して、アナログ信号又はデジタル信号を用いるかは、実装す
る設備環境に応じて適宜使い分ければ良い。
【００５０】
　以上のように系統安定化装置１０を構成すれば、電圧低下をともなう系統分離事故にお
いても、系統分離後の過渡的な無効電力Ｑのアンバランスを瞬時に補償することによって
、無効電力Ｑの供給不足等による、分離系統内の発電設備（発電機８）の単独運転の失敗
を回避し、系統分離後も安定的な電力供給が可能となる。
【００５１】
　以上説明した本発明の各実施形態は、コンピュータがプログラムを実行することによっ
て実現することができる。また、プログラムをコンピュータに供給するための手段、例え
ばかかるプログラムを記録したＣＤ－ＲＯＭ等のコンピュータ読み取り可能な記録媒体、
又はかかるプログラムを伝送する伝送媒体も本発明の実施の形態として適用することがで
きる。また、上記プログラムを記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体などのプロ
グラムプロダクトも本発明の実施の形態として適用することができる。上記のプログラム
、コンピュータ読み取り可能な記録媒体、伝送媒体及びプログラムプロダクトは、本発明
の範疇に含まれる。
　尚、前述した実施形態は、何れも本発明を実施するにあたっての具体化の例を示したも
のに過ぎず、これらによって本発明の技術的範囲が限定的に解釈されてはならないもので
ある。すなわち、本発明はその技術思想、又はその主要な特徴から逸脱することなく、様
々な形で実施することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の実施の形態を示し、系統安定化装置の構成図である。
【図２】本発明の実施の形態を示し、系統安定化装置及びそれを組み込む電力系統（系統
構成）の概略図である。
【図３】本発明の実施の形態を示し、系統安定化制御の処理動作を説明するフローチャー
トである。
【図４】本発明の実施の形態を示し、電圧低下をともなう系統分離事故が発生した時の残
存電圧の様相を説明した図である。
【図５】本発明の実施の形態を示し、定電力特性を有する負荷群の残存電圧に対する諸特
性の一例を示した図である。
【図６】本発明の実施の形態を示し、無効電力過渡変動の補正係数の一例を示した図であ
る。
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【図７】従来の系統安定化装置の構成図である。
【符号の説明】
【００５３】
１　主系統の変電所母線
１Ａ　分離系統の変電所母線
１Ｂ　発電所の母線
１Ｃ　負荷設備の母線
２　主系統との連系用の送電線
２Ｂ～２Ｅ　分離系統内の送電線
３Ａ～３Ｄ　遮断器
４Ａ～４Ｆ　センサ（変流器）
５Ａ～５Ｃ　センサ（変成器）
６Ａ～６Ｆ　入力ケーブル
７Ａ～７Ｄ　入出力ケーブル
８　発電機
９ａ～９ｃ　負荷
１０　系統安定化装置
１１　調相設備
１２Ｂ、１２Ｃ　変圧器
１０－１　系統構成検出手段
１０－２　潮流情報検出手段
１０－３　系統電圧検出手段
１０－４　オンラインデータ入出力手段
１０－５　潮流計算実行手段
１０－６　過渡安定度解析手段
１０－７　系統安定化制御プリセットテーブル生成手段
１０－８　系統分離検出手段
１０－９　安定化制御実行手段
１０－１０　安定化処理出力手段
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